
議案第３７号  

 

   秦野市個人番号の利用事務を定める条例の一部を改正することに 

ついて 

 

 秦野市個人番号の利用事務を定める条例の一部を別紙のとおり改正するもの

とする。 

 

  平成２８年６月６日提出 

 

秦野市長 古 谷 義 幸  

 

 

提案理由 

 「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」

第９条第２項の規定に基づき、本市における個人番号利用対象事務を追加する

とともに、その事務に係る特定個人情報の利用範囲を定めるため、改正するも

のであります。 
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秦野市条例第  号  

 

   秦野市個人番号の利用事務を定める条例の一部を改正する条例 

 

 秦野市個人番号の利用事務を定める条例（平成２７年秦野市条例第２１号）

の一部を次のように改正する。 

 第１条中「第９条第２項に基づく」を「第９条第２項に基づき、同項に定め

る事務の処理に関して保有する特定個人情報ファイルにおいて個人情報を検索

し、及び管理するため、」に改める。 

 第３条第２項を削り、同条第１項本文中「次の表の左欄に掲げる事務を処理

するために必要な限度で、同表の右欄に掲げる特定個人情報であって」を「別

表の左欄に掲げる事務のうち規則で定めるものを処理するために必要な限度で、

同表の右欄に掲げる特定個人情報のうち規則で定めるものであって、」に改め、

同項ただし書中「この限りでない」を「提供を受ける目的の事務以外の事務に

利用することができない」に改め、同項の表を削り、同項を同条第２項とし、

同条に第１項として次の１項を加える。 

  法第９条第２項に規定する条例で定める事務は、次に掲げる事務のうち規

則で定めるものとする。 

 (1) 市長が行う別表第１項から第１１項までの左欄に掲げる事務 

 (2) 法別表第１の第２欄に掲げる事務のうち、市長が行う別表第１２項から

第２３項までの左欄に掲げる事務 

第３条に次の１項を加える。 

３ 前項の規定は、法別表第２の第２欄に掲げる事務を処理する場合について

準用する。この場合において、前項中「市長」とあるのは「市長又は教育委

員会」と、「別表の左欄に掲げる事務のうち規則で定めるもの」とあるのは

「法別表第２の第２欄に掲げる事務」と、「同表の右欄に掲げる特定個人情

報のうち規則で定めるもの」とあるのは「同表の第４欄に掲げる特定個人情

報」と読み替えるものとする。 

第４条中「前条各項本文」を「前条第２項本文（同条第３項において準用す

る場合を含む。）」に改める。 

 附則の次に次の別表を加える。 
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別表（第３条関係） 

事 務 特定個人情報 

１ 生活に困窮する外国人に対する

生活保護の措置について（昭和 

２９年５月８日社発第３８２号厚

生省社会局長通知。以下「社会局

長通知」という。）による外国人

に対する生活保護の措置に関する

事務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）その他地方税に関する法律に基

づき算定した市区町村民税に係る税

額又はその算定の基礎となる事項に

関する情報（以下「市区町村民税関

係情報」という。） 

身体障害者福祉法（昭和２４年法律

第２８３号）による身体障害者手帳

又は精神保健及び精神障害者福祉に

関する法律（昭和２５年法律第 

１２３号）による精神障害者保健福

祉手帳に関する情報（以下「身体障

害者手帳又は精神障害者保健福祉手

帳に関する情報」という。） 

特別児童扶養手当等の支給に関する

法律（昭和３９年法律第１３４号）

による特別児童扶養手当の支給に関

する情報（以下「特別児童扶養手当

関係情報」という。） 

特別児童扶養手当等の支給に関する

法律による障害児福祉手当若しくは

特別障害者手当又は国民年金法等の

一部を改正する法律（昭和６０年法

律第３４号）附則第９７条第１項の

福祉手当の支給に関する情報（以下

「障害児福祉手当等関係情報」とい

う。） 

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（平成 

１７年法律第１２３号）による自立

- 2 -



- 3 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支援給付の支給に関する情報（以下

「自立支援給付関係情報」とい

う。） 

介護保険法（平成９年法律第１２３

号）による保険給付の支給、地域支

援事業の実施又は保険料の徴収に関

する情報（以下「介護保険給付関係

情報」という。） 

国民健康保険法（昭和３３年法律第

１９２号）による医療に関する給付

の支給又は保険料の徴収に関する情

報 

高齢者の医療の確保に関する法律

（昭和５７年法律第８０号）による

医療に関する給付の支給又は保険料

の徴収に関する情報（以下「後期高

齢者医療給付関係情報」という。） 

児童扶養手当法（昭和３６年法律第

２３８号）による児童扶養手当の支

給に関する情報（以下「児童扶養手

当関係情報」という。） 

母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭

和３９年法律第１２９号）による給

付金の支給に関する情報 

母子保健法（昭和４０年法律第 

１４１号）による養育医療の給付又

は養育医療に要する費用の支給に関

する情報 

児童手当法（昭和４６年法律第７３

号）による児童手当又は特例給付の

支給に関する情報（以下「児童手当

関係情報」という。） 
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２ 秦野市重度障害者医療費の助成

に関する条例（平成８年秦野市条

例第２５号）による重度障害者医

療費の助成に関する事務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方税法その他地方税に関する法律

に基づき算定した都道府県民税に係

る税額又はその算定の基礎となる事

項に関する情報（以下「都道府県民

税関係情報」という。） 

生活保護法（昭和２５年法律第 

１４４号）による保護の実施又は就

労自立給付金の支給に関する情報

（以下「生活保護関係情報」とい

う。） 

社会局長通知による外国人に対する

生活保護の措置に関する情報（以下

「外国人生活保護関係情報」とい

う。） 

身体障害者手帳又は精神障害者保健

福祉手帳に関する情報 

国民健康保険法による国民健康保険

の被保険者の資格に関する情報（以

下「国民健康保険資格関係情報」と

いう。） 

後期高齢者医療給付関係情報 

３ 秦野市日常生活用具給付等事業

実施要綱（平成１８年１０月１日

施行）による日常生活用具給付等

事業に関する事務 

市区町村民税関係情報 

４ 秦野市移動支援事業実施要綱

（平成１８年１０月１日施行）に

よる移動支援事業に関する事務 

市区町村民税関係情報 

５ 秦野市地域活動支援センター事

業実施要綱（平成１８年１０月１

日施行）による地域活動支援セン

ター事業に関する事務 

市区町村民税関係情報 
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６ 秦野市日中一時支援事業実施要

綱（平成１８年１０月１日施行）

による日中一時支援事業に関する

事務 

市区町村民税関係情報 

 

 

 

７ 秦野市訪問入浴サービス事業実

施要綱（平成１９年４月１日施

行）による訪問入浴サービス事業

に関する事務 

市区町村民税関係情報 

８ 秦野市障害者グループホーム家

賃助成金の支給に関する要綱（平

成２０年４月１日施行）による障

害者グループホーム家賃助成金の

支給に関する事務 

市区町村民税関係情報 

生活保護関係情報 

外国人生活保護関係情報 

障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律による地

域生活支援事業の実施に関する情報 

９ 神奈川県在宅重度障害者等手当

支給条例（昭和４４年神奈川県条

例第９号）による手当の支給に関

する事務 

市区町村民税関係情報 

児童福祉法（昭和２２年法律第 

１６４号）による障害児入所支援又

は措置に関する情報 

身体障害者手帳又は精神障害者保健

福祉手帳に関する情報 

障害児福祉手当等関係情報 

１０ 秦野市ひとり親家庭等医療費

の助成に関する条例（平成８年秦

野市条例第２３号）によるひとり

親家庭等医療費の助成に関する事

務 

 

 

 

都道府県民税関係情報 

生活保護関係情報 

外国人生活保護関係情報 

身体障害者手帳又は精神障害者保健

福祉手帳に関する情報 

特別児童扶養手当関係情報 

自立支援給付関係情報 

秦野市重度障害者医療費の助成に関

する条例による重度障害者医療費の

助成に関する情報（以下「重度障害

者医療費助成関係情報」という。） 
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国民健康保険資格関係情報 

児童扶養手当関係情報 

秦野市小児等医療費の助成に関する

条例（平成８年秦野市条例第２４

号）による小児等医療費の助成に関

する情報 

１１ 秦野市小児等医療費の助成に

関する条例による小児等医療費の

助成に関する事務 

 

 

 

 

 

 

 

 

市区町村民税関係情報 

生活保護関係情報 

外国人生活保護関係情報 

身体障害者手帳又は精神障害者保健

福祉手帳に関する情報 

自立支援給付関係情報 

重度障害者医療費助成関係情報 

国民健康保険資格関係情報 

児童手当関係情報 

秦野市ひとり親家庭等医療費の助成

に関する条例によるひとり親家庭等

医療費の助成に関する情報 

１２ 地方税法その他の地方税に関

する法律及びこれらの法律に基づ

く条例による地方税の賦課徴収又

は地方税に関する調査（犯則事件

の調査を含む。）に関する事務 

外国人生活保護関係情報 

介護保険給付関係情報 

国民健康保険資格関係情報 

 

 

１３ 生活保護法による保護の決定

及び実施、就労自立給付金の支

給、保護に要する費用の返還又は

徴収金の徴収に関する事務 

身体障害者手帳又は精神障害者保健

福祉手帳に関する情報 

１４ 児童福祉法による障害児通所

給付費、特例障害児通所給付費、

高額障害児通所給付費、肢体不自

由児通所医療費、障害児相談支援

給付費若しくは特例障害児相談支

外国人生活保護関係情報 
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援給付費の支給、障害福祉サービ

スの提供、保育所における保育の

実施若しくは措置又は費用の徴収

に関する事務 

 

 

 

 

１５ 障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律

による自立支援給付の支給又は地

域生活支援事業の実施に関する事

務 

外国人生活保護関係情報 

 

 

 

 

１６ 介護保険法による保険給付の

支給、地域支援事業の実施又は保

険料の徴収に関する事務 

外国人生活保護関係情報 

 

１７ 国民健康保険法による保険給

付の支給又は保険料の徴収に関す

る事務 

 

 

市区町村民税関係情報 

介護保険給付関係情報 

国民健康保険法第５６条第１項に規

定する他の法令による給付の支給に

関する情報 

１８ 高齢者の医療の確保に関する

法律による後期高齢者医療給付の

支給又は保険料の徴収に関する事

務 

生活保護関係情報 

外国人生活保護関係情報 

身体障害者手帳又は精神障害者保健

福祉手帳に関する情報 

介護保険給付関係情報 

国民健康保険資格関係情報 

１９ 母子及び父子並びに寡婦福祉

法による配偶者のない者で現に児

童を扶養しているもの又は寡婦に

ついての便宜の供与に関する事務 

外国人生活保護関係情報 

 

 

 

２０ 子ども・子育て支援法（平成

２４年法律第６５号）による子ど

ものための教育・保育給付の支給

又は地域子ども・子育て支援事業

の実施に関する事務 

外国人生活保護関係情報 
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２１ 母子保健法による保健指導、

新生児の訪問指導、健康診査、妊

娠の届出、母子健康手帳の交付、

妊産婦の訪問指導、低体重児の届

出、未熟児の訪問指導、養育医療

の給付若しくは養育医療に要する

費用の支給又は費用の徴収に関す

る事務 

外国人生活保護関係情報 

 

 

 

 

 

２２ 健康増進法（平成１４年法律

第１０３号）による健康増進事業

の実施に関する事務 

市区町村民税関係情報 

生活保護関係情報 

外国人生活保護関係情報 

２３ 公営住宅法（昭和２６年法律

第１９３号）による公営住宅（同

法第２条第２号に規定する公営住

宅をいう。）の管理に関する事務 

外国人生活保護関係情報 

 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第３７号資料 

 

   秦野市個人番号の利用事務を定める条例の一部改正の概要 

 

１ 条例改正の目的 

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律（以下「番号法」という。）」では、社会保障、地方税及び防災の分野に

おいて、個人番号の利用範囲が個別具体に明記されています。 

番号法では、地方公共団体が条例で定める事務についても、個人番号の利

用が可能とされており、本年１月１日に施行した「秦野市個人番号の利用事

務を定める条例（以下「条例」という。）」では、番号法に規定されている

事務のうち、庁内の他事務における特定個人情報を利用するため、５事務を

規定しています。 

今回の一部改正では、本市が条例や要綱等に基づき実施している１１事務

及び番号法に規定されている７事務を追加するとともに、その事務で利用す

る特定個人情報を追加するものです。 

このことにより、行政手続における添付書類の省略が可能となるなど、市

民サービスの利便性の向上や事務処理の効率化を図るものです。 

 

２ 条例改正の主な内容 

 (1) 個人番号利用事務を追加します。 

  ア 番号法に規定されている事務に準じる事務【１１事務】 

   (ｱ) 外国人に対する生活保護の措置に関する事務（別表第１項） 

   (ｲ) 重度障害者医療費の助成に関する事務（別表第２項） 

   (ｳ) 日常生活用具給付等事業に関する事務（別表第３項） 

   (ｴ) 移動支援事業に関する事務（別表第４項） 

   (ｵ) 地域活動支援センター事業に関する事務（別表第５項） 

   (ｶ) 日中一時支援事業に関する事務（別表第６項） 

   (ｷ) 訪問入浴サービス事業に関する事務（別表第７項） 

   (ｸ) 障害者グループホーム家賃助成金の支給に関する事務（別表第８項） 

   (ｹ) 神奈川県在宅重度障害者等手当支給条例による手当の支給に関する

事務（別表第９項） 

   (ｺ) ひとり親家庭等医療費の助成に関する事務（別表第１０項） 
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   (ｻ) 小児等医療費の助成に関する事務（別表第１１項） 

  イ 番号法に規定されている事務【７事務】 

   (ｱ) 児童福祉法による障害児通所給付費の支給等に関する事務（別表第

１４項） 

   (ｲ) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律によ

る自立支援給付の支給等に関する事務（別表第１５項） 

   (ｳ) 介護保険法による保険給付の支給等に関する事務（別表第１６項） 

   (ｴ) 母子及び父子並びに寡婦福祉法による便宜の供与に関する事務（別

表第１９項） 

   (ｵ) 子ども・子育て支援法による子どものための教育・保育給付の支給

等に関する事務（別表第２０項） 

   (ｶ) 母子保健法による費用の支給等に関する事務（別表第２１項） 

   (ｷ) 公営住宅法による公営住宅の管理に関する事務（別表第２３項） 

 (2) 上記の１８事務において利用する特定個人情報を追加します。 

 (3) 改正前の条例に規定している事務のうち、次の３事務において利用する

特定個人情報（外国人生活保護関係情報）を追加します。 

  ア 地方税法その他の地方税に関する法律及びこれらの法律に基づく条例

による地方税の賦課徴収等に関する事務（別表第１２項） 

  イ 高齢者の医療の確保に関する法律による後期高齢者医療給付の支給等

に関する事務（別表第１８項） 

  ウ 健康増進法による健康増進事業の実施に関する事務（別表第２２項） 
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議案第３７号 秦野市個人番号の利用事務を定める条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

新 旧 

 （趣旨）  （趣旨） 

第１条 この条例は、行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号。以

下「法」という。）第９条第２項に基づき、同項に定める事務

の処理に関して保有する特定個人情報ファイルにおいて個人情

報を検索し、及び管理するため、個人番号の利用について必要

な事項を定める。 

第１条 この条例は、行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号。以

下「法」という。）第９条第２項に基づく個人番号の利用につ

いて必要な事項を定める。 

 （個人番号の利用に係る事務）  

第３条 法第９条第２項に規定する条例で定める事務は、次に掲

げる事務のうち規則で定めるものとする。 

 

(1) 市長が行う別表第１項から第１１項までの左欄に掲げる事

務 

 

(2) 法別表第１の第２欄に掲げる事務のうち、市長が行う別表

第１２項から第２３項までの左欄に掲げる事務 

 

 （個人番号の利用に係る事務） 

２ 市長は、別表の左欄に掲げる事務のうち規則で定めるものを

処理するために必要な限度で、同表の右欄に掲げる特定個人情

報のうち規則で定めるものであって、自らが保有するものを利

用することができる。ただし、法の規定により、情報提供ネッ

トワークシステムを使用して他の個人番号利用事務実施者から

第３条 市長は、次の表の左欄に掲げる事務を処理するために必

要な限度で、同表の右欄に掲げる特定個人情報であって自らが

保有するものを利用することができる。ただし、法の規定によ

り、情報提供ネットワークシステムを使用して他の個人番号利

用事務実施者からその特定個人情報の提供を受けるときは、こ
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その特定個人情報の提供を受けるときは、提供を受ける目的の

事務以外の事務に利用することができない。 

の限りでない。 

 事務 特定個人情報 

生活保護法（昭和２５年

法律第１４４号）による

保護の決定及び実施、就

労自立給付金の支給、保

護に要する費用の返還又

は徴収金の徴収に関する

事務であって規則で定め

るもの 

身体障害者福祉法（昭和２４年法

律第２８３号）による身体障害者

手帳又は精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律（昭和２５年法

律第１２３号）による精神障害者

保健福祉手帳に関する情報であっ

て規則で定めるもの 

 

地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）その他の

地方税に関する法律及び

これらの法律に基づく条

例による地方税の賦課徴 

介護保険法（平成９年法律第 

１２３号）による保険給付の支

給、地域支援事業の実施又は保険

料の徴収に関する情報であって規

則で定めるもの 

収又は地方税に関する調

査（犯則事件の調査を含

む。）に関する事務であ

って規則で定めるもの 

国民健康保険法（昭和３３年法律

第１９２号）による国民健康保険

の被保険者の資格に関する情報で

あって規則で定めるもの 

健康増進法（平成１４年 地方税法その他地方税に関する法
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法律第１０３号）による

健康増進事業の実施に関

する事務であって規則で

定めるもの 

律に基づく条例の規定により算定

した税額又はその算定の基礎とな

る事項に関する情報（以下「地方

税関係情報」という。）であって

規則で定めるもの 

生活保護法による保護の実施又は

就労自立給付金の支給に関する情

報（以下「生活保護関係情報」と

いう。）であって規則で定めるも

の 

国民健康保険法による保

険給付の支給に関する事 

務であって規則で定める

もの 

地方税関係情報であって規則で定

めるもの 

介護保険法による保険給付の支

給、地域支援事業の実施又は保険

料の徴収に関する情報であって規

則で定めるもの 

 国民健康保険法第５６条第１項に

規定する他の法令による給付の支

給に関する情報であって規則で定

めるもの 

高齢者の医療の確保に関 身体障害者福祉法による身体障害
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する法律（昭和５７年法

律第８０号）による後期

高齢者医療給付の支給又

は保険料の徴収に関する 

者手帳又は精神保健及び精神障害

者福祉に関する法律による精神障

害者保健福祉手帳に関する情報で

あって規則で定めるもの 

事務であって規則で定め

るもの 

生活保護関係情報であって規則で

定めるもの 

 

 

 

 

 

 

国民健康保険法による国民健康保

険の被保険者の資格に関する情報

であって規則で定めるもの 

介護保険法による保険料の徴収に

関する情報であって規則で定める

もの 

  
 

３ 前項の規定は、法別表第２の第２欄に掲げる事務を処理する

場合について準用する。この場合において、前項中「市長」と

あるのは「市長又は教育委員会」と、「別表の左欄に掲げる事

務のうち規則で定めるもの」とあるのは「法別表第２の第２欄

に掲げる事務」と、「同表の右欄に掲げる特定個人情報のうち

規則で定めるもの」とあるのは「同表の第４欄に掲げる特定個

人情報」と読み替えるものとする。 

２ 市長又は教育委員会は、法別表第２の第２欄に掲げる事務を

処理するために必要な限度で同表の第４欄に掲げる特定個人情

報であって自らが保有するものを利用することができる。ただ

し、法の規定により、情報提供ネットワークシステムを使用し

て他の個人番号利用事務実施者からその特定個人情報の提供を

受けるときは、この限りでない。 
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 （書面提出の省略）  （書面提出の省略） 

第４条 前条第２項本文（同条第３項において準用する場合を含

む。）の規定により市長又は教育委員会が特定個人情報を利用

するに際して、他の条例、規則その他の規程の規定により書面

の提出を個人番号に係る個人に義務付けている場合で、その書

面がその特定個人情報と同一内容の情報を含むときは、その個

人は、書面の提出を要しないものとする。 

第４条 前条各項本文の規定により市長又は教育委員会が特定個

人情報を利用するに際して、他の条例、規則その他の規程の規

定により書面の提出を個人番号に係る個人に義務付けている場

合で、その書面がその特定個人情報と同一内容の情報を含むと

きは、その個人は、書面の提出を要しないものとする。 

  

別表（第３条関係）  

事 務 特定個人情報 

１ 生活に困窮する外国人に

対する生活保護の措置につ

いて（昭和２９年５月８日

社発第３８２号厚生省社会

局長通知。以下「社会局長

通知」という。）による外

国人に対する生活保護の措

置に関する事務 

 

 

 

地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）その他地方税

に関する法律に基づき算定

した市区町村民税に係る税

額又はその算定の基礎とな

る事項に関する情報（以下

「市区町村民税関係情報」

という。） 

身体障害者福祉法（昭和 

２４年法律第２８３号）に

よる身体障害者手帳又は精
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神保健及び精神障害者福祉

に関する法律（昭和２５年

法律第１２３号）による精

神障害者保健福祉手帳に関

する情報（以下「身体障害

者手帳又は精神障害者保健

福祉手帳に関する情報」と

いう。） 

特別児童扶養手当等の支給

に関する法律（昭和３９年

法律第１３４号）による特

別児童扶養手当の支給に関

する情報（以下「特別児童

扶養手当関係情報」とい

う。） 

特別児童扶養手当等の支給

に関する法律による障害児

福祉手当若しくは特別障害

者手当又は国民年金法等の

一部を改正する法律（昭和

６０年法律第３４号）附則
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第９７条第１項の福祉手当

の支給に関する情報（以下

「障害児福祉手当等関係情

報」という。） 

障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律

第１２３号）による自立支

援給付の支給に関する情報

（以下「自立支援給付関係

情報」という。） 

介護保険法（平成９年法律

第１２３号）による保険給

付の支給、地域支援事業の

実施又は保険料の徴収に関

する情報（以下「介護保険

給付関係情報」という。） 

国民健康保険法（昭和３３

年法律第１９２号）による

医療に関する給付の支給又

は保険料の徴収に関する情
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報 

高齢者の医療の確保に関す

る法律（昭和５７年法律第

８０号）による医療に関す

る給付の支給又は保険料の

徴収に関する情報（以下

「後期高齢者医療給付関係

情報」という。） 

児童扶養手当法（昭和３６

年法律第２３８号）による

児童扶養手当の支給に関す

る情報（以下「児童扶養手

当関係情報」という。） 

母子及び父子並びに寡婦福

祉法（昭和３９年法律第 

１２９号）による給付金の

支給に関する情報 

母子保健法（昭和４０年法

律第１４１号）による養育

医療の給付又は養育医療に

要する費用の支給に関する
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情報 

児童手当法（昭和４６年法

律第７３号）による児童手

当又は特例給付の支給に関

する情報（以下「児童手当

関係情報」という。） 

２ 秦野市重度障害者医療費

の助成に関する条例（平成

８年秦野市条例第２５号）

による重度障害者医療費の

助成に関する事務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方税法その他地方税に関

する法律に基づき算定した

都道府県民税に係る税額又

はその算定の基礎となる事

項に関する情報（以下「都

道府県民税関係情報」とい

う。） 

生活保護法（昭和２５年法

律第１４４号）による保護

の実施又は就労自立給付金

の支給に関する情報（以下

「生活保護関係情報」とい

う。） 

社会局長通知による外国人

に対する生活保護の措置に
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関する情報（以下「外国人

生活保護関係情報」とい

う。） 

身体障害者手帳又は精神障

害者保健福祉手帳に関する

情報 

国民健康保険法による国民

健康保険の被保険者の資格

に関する情報（以下「国民

健康保険資格関係情報」と

いう。） 

後期高齢者医療給付関係情

報 

３ 秦野市日常生活用具給付

等事業実施要綱（平成１８

年１０月１日施行）による

日常生活用具給付等事業に

関する事務 

市区町村民税関係情報 

４ 秦野市移動支援事業実施

要綱（平成１８年１０月１

日施行）による移動支援事

市区町村民税関係情報 
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業に関する事務  

５ 秦野市地域活動支援セン

ター事業実施要綱（平成 

１８年１０月１日施行）に

よる地域活動支援センター

事業に関する事務 

市区町村民税関係情報 

６ 秦野市日中一時支援事業

実施要綱（平成１８年１０

月１日施行）による日中一

時支援事業に関する事務 

市区町村民税関係情報 

 

 

 

７ 秦野市訪問入浴サービス

事業実施要綱（平成１９年

４月１日施行）による訪問

入浴サービス事業に関する

事務 

市区町村民税関係情報 

８ 秦野市障害者グループホ

ーム家賃助成金の支給に関

する要綱（平成２０年４月

１日施行）による障害者グ

ループホーム家賃助成金の

支給に関する事務 

市区町村民税関係情報 

生活保護関係情報 

外国人生活保護関係情報 

障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するた

めの法律による地域生活支
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援事業の実施に関する情報 

９ 神奈川県在宅重度障害者

等手当支給条例（昭和４４

年神奈川県条例第９号）に

よる手当の支給に関する事

務 

市区町村民税関係情報 

児童福祉法（昭和２２年法

律第１６４号）による障害

児入所支援又は措置に関す

る情報 

身体障害者手帳又は精神障

害者保健福祉手帳に関する

情報 

障害児福祉手当等関係情報 

１０ 秦野市ひとり親家庭等

医療費の助成に関する条例

（平成８年秦野市条例第 

２３号）によるひとり親家

庭等医療費の助成に関する

事務 

 

 

 

 

 

都道府県民税関係情報 

生活保護関係情報 

外国人生活保護関係情報 

身体障害者手帳又は精神障

害者保健福祉手帳に関する

情報 

特別児童扶養手当関係情報 

自立支援給付関係情報 

秦野市重度障害者医療費の

助成に関する条例による重

度障害者医療費の助成に関
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する情報（以下「重度障害

者医療費助成関係情報」と

いう。） 

国民健康保険資格関係情報 

児童扶養手当関係情報 

秦野市小児等医療費の助成

に関する条例（平成８年秦

野市条例第２４号）による

小児等医療費の助成に関す

る情報 

１１ 秦野市小児等医療費の

助成に関する条例による小

児等医療費の助成に関する

事務 

 

 

 

 

 

 

 

市区町村民税関係情報 

生活保護関係情報 

外国人生活保護関係情報 

身体障害者手帳又は精神障

害者保健福祉手帳に関する

情報 

自立支援給付関係情報 

重度障害者医療費助成関係

情報 

国民健康保険資格関係情報 

児童手当関係情報 
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秦野市ひとり親家庭等医療

費の助成に関する条例によ

るひとり親家庭等医療費の

助成に関する情報 

１２ 地方税法その他の地方

税に関する法律及びこれら

の法律に基づく条例による

地方税の賦課徴収又は地方

税に関する調査（犯則事件

の調査を含む。）に関する

事務 

外国人生活保護関係情報 

介護保険給付関係情報 

国民健康保険資格関係情報 

 

 

 

 

１３ 生活保護法による保護

の決定及び実施、就労自立

給付金の支給、保護に要す

る費用の返還又は徴収金の

徴収に関する事務 

身体障害者手帳又は精神障

害者保健福祉手帳に関する

情報 

１４ 児童福祉法による障害

児通所給付費、特例障害児

通所給付費、高額障害児通

所給付費、肢体不自由児通

所医療費、障害児相談支援

外国人生活保護関係情報 
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給付費若しくは特例障害児

相談支援給付費の支給、障

害福祉サービスの提供、保

育所における保育の実施若

しくは措置又は費用の徴収

に関する事務 

 

 

 

 

１５ 障害者の日常生活及び

社会生活を総合的に支援す

るための法律による自立支

援給付の支給又は地域生活

支援事業の実施に関する事

務 

外国人生活保護関係情報 

 

 

 

 

 

１６ 介護保険法による保険

給付の支給、地域支援事業

の実施又は保険料の徴収に

関する事務 

外国人生活保護関係情報 

 

１７ 国民健康保険法による

保険給付の支給又は保険料

の徴収に関する事務 

 

 

市区町村民税関係情報 

介護保険給付関係情報 

国民健康保険法第５６条第

１項に規定する他の法令に

よる給付の支給に関する情
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 報 

１８ 高齢者の医療の確保に

関する法律による後期高齢

者医療給付の支給又は保険

料の徴収に関する事務 

生活保護関係情報 

外国人生活保護関係情報 

身体障害者手帳又は精神障

害者保健福祉手帳に関する

情報 

介護保険給付関係情報 

国民健康保険資格関係情報 

１９ 母子及び父子並びに寡

婦福祉法による配偶者のな

い者で現に児童を扶養して

いるもの又は寡婦について

の便宜の供与に関する事務 

外国人生活保護関係情報 

 

 

 

 

２０ 子ども・子育て支援法

（平成２４年法律第６５

号）による子どものための

教育・保育給付の支給又は

地域子ども・子育て支援事

業の実施に関する事務 

外国人生活保護関係情報 

２１ 母子保健法による保健

指導、新生児の訪問指導、

外国人生活保護関係情報 
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健康診査、妊娠の届出、母

子健康手帳の交付、妊産婦

の訪問指導、低体重児の届

出、未熟児の訪問指導、養

育医療の給付若しくは養育

医療に要する費用の支給又

は費用の徴収に関する事務 

 

 

２２ 健康増進法（平成１４

年法律第１０３号）による

健康増進事業の実施に関す

る事務 

市区町村民税関係情報 

生活保護関係情報 

外国人生活保護関係情報 

 

２３ 公営住宅法（昭和２６

年法律第１９３号）による

公営住宅（同法第２条第２

号に規定する公営住宅をい

う。）の管理に関する事務 

外国人生活保護関係情報 

 
 

  

   附 則  

この条例は、公布の日から施行する。  
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